
キャッシュレス決済の導入に伴う収入証紙の廃止（概要）

手数料等の納付方法の見直し

〈証紙による納付の主なもの〉
各種行政手続の手数料
証明書の発行手数料 など

〈手続の流れ〉
① 金融機関や証紙売りさばき所から証紙

購入
② 申請書に貼付
③ 申請窓口に提出・郵送

キャッシュレス
決済の導入

県民の利便性
向上・

行政の効率化

現 状
デジタル改革を
踏まえた見直し

【問題点】
・ 購入場所がわかりにくい、窓口と異なる
・ 購入時間・場所が限定 等

・無記名の納付書 導入検討

スケジュール

➤ 電子申請・納付により「いつでもどこでも」申請・納付が可能
➤ 電子申請を利用しない納付方法も充実

令和４年度 令和６年度令和５年度

証紙に代わる納付方法の周知

電子申請・納付
〔R4年6月システム導入〕

・クレジットカード
・ペイジー

窓口キャッシュレス
〔R4年4月～
段階的に端末導入〕

・クレジットカード
・ＱＲコード決済（PayPay 等）
・電子マネー（Suica 等）

・現金取扱の環境整備（金庫、釣銭等）

納入通知書等
無記名の納付書
（導入検討）

窓口現金納付

電子申請・納付

窓口ｷｬｯｼｭﾚｽ

窓口現金納付、
納入通知書等（無記名の納付書）
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〔現行〕納入通知書（金融機関で納付）

４月

６月
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に

８月末 証紙販売終了
（証紙廃止条例施行）

９月
パブリック
コメント

県議会
証紙廃止
条例提案

（経過措置）
証紙利用可能

別添３

※令和12年３月末（証紙廃止後、５年間程度）までは、未使用の証紙の還付（払戻し）に対応


